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１．海南市の財務諸表について

【海南市財務諸表の作成目的】

【海南市財務諸表の作成基準】

【財務諸表の種類】

　・貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書

【財務諸表の連結対象範囲】

和歌山県後期高齢者医療広域連合

普通会計

和歌山地方税回収機構

海南海草環境衛生施設組合 海南海草老人福祉施設事務組合

港湾施設事業特別会計 簡易水道事業特別会計

一般会計

同和対策住宅資金貸付事業特別会計

地域排水処理事業特別会計

介護保険特別会計

　 現在の地方公共団体の公会計は「現金主義・単式簿記」で行われています。この方法は、現金の流れ
を説明することに主眼が置かれていますが、毎年度の予算執行で社会資本整備に投資された資産とその
ために抱えている負債といったストック情報や、行政サービス提供のためのコストなどが明示されていませ
ん。それらを補完するため、「発生主義・複式簿記」による企業会計的な手法を取り入れました。

対象会計・法人名会計区分

　 海南市の財務諸表は、総務省の「新地方公会計制度実務研究会報告書（平成１９年１０月）」の総務省
改定モデルに基づいて作成しています。

　 平成２５年度決算に係る財務諸表を普通会計分と連結分について作成しました。連結対象の会計等は
以下の表のとおりです。

国民健康保険特別会計

社会福祉法人海南市社会福祉事業団

社会福祉法人海南市社会福祉協議会株式会社まちづくり海南

海南市土地開発公社

和歌山県市町村総合事務組合

病院事業会計水道事業会計

特別会計

公営企業会計

地方三公社

第三セクター等

五色台広域施設組合 国民健康保険野上厚生病院組合

後期高齢者医療特別会計

一部事務組合
・広域連合

紀の海広域施設組合
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連結

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 43,640,832 ①普通会計地方債 29,214,526

②教育 17,929,672 ②公営事業地方債 7,765,815

③福祉 4,713,898  地方公共団体計 36,980,341

④環境衛生 25,953,682 (2) 関係団体

⑤産業振興 6,982,607 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 1,835,324 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 7,865,703 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 0

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産計 108,921,718 (4) 引当金 7,142,533

(2) 無形固定資産 569 （うち退職手当等引当金） 7,142,533

(3) 売却可能資産 221,143 （うちその他の引当金） 0

公共資産合計 109,143,430 (5) その他 0

固定負債合計 44,122,874

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 782,625 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 51,209 ①地方公共団体 3,611,928

(3) 基金等 2,159,313 ②関係団体 0

(4) 長期延滞債権 1,001,164  翌年度償還予定額計 3,611,928

(5) その他 164,199 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 319,337 (3) 未払金 386,589

投資等合計 3,839,173 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 343,897

(6) その他 22,494

３　流動資産 流動負債合計 4,364,908

(1) 資金 4,697,495

(2) 未収金 906,193 負　　債　　合　　計 48,487,782

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 74,127 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 54,830 １　公共資産等整備国県補助金等 2,654,773

流動資産合計 5,622,985 ２　公共資産等整備一般財源等 6,995,735

３　他団体及び民間出資分 0

４　その他一般財源等 △ 1,190,940

４　繰延勘定 206,955 ５　資産評価差額 30,738

純　 資　 産　 合　 計 70,324,761

資　　産　　合　　計 118,812,543 負 債 及 び 純 資 産 合 計 118,812,543

連結貸借対照表
（平成26年3月31日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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２．貸借対照表（バランスシート）について

【貸借対照表（バランスシート）とは】

【資産について】

【公共資産について】

資　 産

負 　債

純資産

　 資産は、市政運営の資源として用いられ、将来にわたり行政サービスを提供するために使用されるもの
です。
　 資産には二つの性格があります。一つは、行政サービスを提供するために所有しているもので、有形固
定資産に計上されています。これは、道路、街路、河川などのインフラ資産や、学校などの施設が該当し
ます。もう一つは、現金等に換えることができるものです。これは、投資等の基金や流動資産の資金、売却
可能資産、貸付金、税金等の未収金が該当します。
　 本市の総資産は連結ベースで約1,188億円となっており、市民一人当たり（H26.3.31現在住民基本台
帳人口54,597人）に換算すると約218万円となっています。
　 総資産の大部分を占めている有形固定資産は原則として現金化できません。現金等又は現金化できる
資産は約95億円、一人当たりで約17万円となっています。

　 公共資産には、有形固定資産と売却可能資産があり、資産の大部分を占めています。
　 売却可能資産は、現在行政目的のために使用されていない遊休資産や未利用資産などが該当しま
す。
　 有形固定資産は長期間にわたって住民サービスを提供するために使用されるもので、主に道路や学校
などの建設事業費や用地取得費が該当します。
　 有形固定資産を計上するに当たっては、電算処理化された昭和４４年以降の地方財政状況調査（決算
統計）のデータを基礎数値として作成しています。また、減価償却を残存価額ゼロの定額法で行っていま
す。耐用年数は以頁の表のとおりです。

　 貸借対照表により、これまでに整備された資産の状況や、その資産形成の財源である負債、純資産の
状況等を把握することができます。左側に「資産」を、右側には「負債」及び「純資産（資産－負債）」を表し
ています。
　 左側の「資産」と、右側の「負債」及び「純資産」の合計が一致していることからバランスシートと呼ばれま
す。

将来世代に引き 
継ぐ社会資本 

現在までの 
世代の負担 

将来世代の負担
となる債務 
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耐用年数 耐用年数 耐用年数

- - -

50 50 -

25 20 48

- 30 20

30 25 40

25 25 40

25 - 　　  その他 25

25 48 25

- 60 25

25 49 -

48 50 50

30 30 10

50 49 50

40 25

※　減価償却計算は、当該固定資産取得又は普通建設事業費支出の翌年度から開始します。

　　 また、用地取得費については、減価償却の対象外となっています。

【投資等について】

【流動資産について】

【負債について】

【退職手当引当金】

 　庁舎等

　 その他

土木費

 　都市計画

総務費

決算統計上の区分 決算統計上の区分 決算統計上の区分

　 空港

衛生費

労働費

民生費 　　  都市下水路

　 保育所

　 その他

　 その他

土木費

商工費

　　  区画整理

　 庁舎

　 その他

　 橋りょう

　　  公園

農林水産業費

　 漁港

　 農業農村整備

　 海岸保全

　 道路

　　  街路

　 住宅 その他

教育費

農林水産業費

　 造林

　 林道

　 治山

　 砂防

　 その他

消防費　 河川

　 砂防

　 投資等には、公社や第三セクター等への出資金や貸付金、基金、回収期限が到来してから1年以上回
収できていない債権（長期延滞債権）などの資産が計上されています。

　 流動資産には、現金、必要に応じてすぐに使える基金、税金等の未収入金が計上されています。

　 海岸保全

　 港湾

　 負債は、地方債など将来において支払の必要があるものです。
　 負債には、固定負債と流動負債があります。固定負債は1年以降に支払や返済が行われる予定のもの
をいい、流動負債は1年以内に支払や返済をしなければならないものをいいます。
　 本市の負債合計は連結ベースで約485億円となっており、市民一人当たりに換算すると約89万円となっ
ています。
　 流動負債（地方債の翌年度償還予定額や賞与引当金等）は約44億円、固定負債（地方債残高（翌年
度償還予定額除く）や、退職手当引当金等）は約441億円となっています。

　 退職金を負担する職員全員が会計年度末に普通退職した場合に必要となる退職手当支給額を見積も
るとともに、退職手当組合における累積負担金残高（負担金累積額から退職支給累積額を控除した額）の
マイナス額を加算して計上しています。
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【賞与引当金】

【純資産について】

　 資産と負債の差額です。純資産に計上される主たる項目として補助金や地方税などです。純資産は
「現在までの世代が負担した部分」と見ることができます。
　 本市の純資産は連結ベースで約703億円となっており、市民一人当たりに換算すると約129万円となっ
ています。

　 翌年度に支払うことが予定される期末手当及び勤勉手当のうち、会計年度負担相当額について、流動
負債に計上します。翌年度６月に支払うことが予定される期末手当及び勤勉手当については、６ヶ月の支
給月数のうち前年度の１２月から３月までの４ヶ月分が決算年度分となることから、翌年度支出予定額の６
分の４の額を計上しています。
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３．行政コスト計算書について

【行政コスト計算書とは】

【経常行政コスト、経常収益、純経常行政コストについて】

【経常行政コスト】

　○　人にかかるコスト

　○　物にかかるコスト

　○　移転支出的なコスト

　○　その他のコスト

【経常収益】

　 経常収益は、行政サービスの直接対価となる財源のうち、使用料・手数料及び分担金・負担金・寄附

金を計上しています。

【純経常行政コスト】

　 経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが当該年度の純経常行政コストになります。

　 経常行政コストは資産形成に結びつかない1年間の行政サービスを提供するために要した経費を表し
ており、経常収益は施設使用料などの受益者負担を表しています。行政サービスを提供する上で主要な
財源である税収は経常収益に含めないため、経常行政コストと経常収益を比べると一般的には大幅なコ
スト超過になります。
　 純経常行政コストは、経常行政コストと経常収益を差し引きしたものです。資産形成に結びつかない1年
間の行政サービスを提供する上で必要となった経費から受益者負担などの収益を差し引いた額で、地方
税や地方交付税などの一般財源で賄わなければならないコストを表しています。

　　　 移転支出的なコストは、「社会保障給付」（生活保護費や児童手当などの経費）、「補助金等」（負
    担金、補助金、交付金などの経費）、「他会計への公共資産整備補助金等」（他団体等の資産形成
    のための補助金）が計上されています。

　　　 その他コストは、上記に属さないコストで「支払利息」や「回収不能見込計上額」が計上されていま
　　 す。

　　　 人にかかるコストは、行政サービスの担い手である職員に係る給与や議員等に対する報酬などで、
　   「人件費」、「退職手当引当金繰入等」、「賞与引当金繰入額」が計上されています。

　　　 物にかかるコストは、賃金、消耗品等の需要費、委託料、備品購入費などの物件費や、公共施設
    等を維持管理するための維持補修費、減価償却費が計上されています。

　 行政コスト計算書は、貸借対照表が年度末を基準日とした資産形成に着目しているのに対し、１年間の
行政活動のうち福祉サービスの提供やごみの収集といった資産形成に結びつかない行政サービスにどれ
くらいの費用が発生し、その行政サービスの直接の対価として得られた収入（受益者負担）がどの程度
あったかを示すものです。
　 また、行政コスト計算書は性質別と目的別で表示されているので、生活インフラ・国土保全、教育などの
目的別に、人件費や物件費など、どのような性質の経費が用いられているか分かります。
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連結

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 71,127,859

純経常行政コスト △ 25,437,416

一般財源

地方税 7,480,600

地方交付税 5,911,577

その他行政コスト充当財源 1,178,118

補助金等受入 11,900,595

臨時損益

災害復旧事業費 △ 43,393

公共資産除売却損益 △ 1,767,757

投資損失 0

収益事業純損失 0

損失補償等引当金繰入 0

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 5,425

無償受贈資産受入 2,968

その他 △ 33,815

期末純資産残高 70,324,761

連結純資産変動計算書
自　平成25年4月 1日

至　平成26年3月31日
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４．純資産変動計算書について

【純資産変動計算書とは】

【期首純資産残高】

　 前年度末の純資産残高を計上しています。

【純経常行政コスト】

【一般財源】

【補助金等受入】

　 普通建設事業費、投資及び出資金、貸付金及び基金の財源となった国県支出金を計上しています。

【臨時損益】

【資産評価替えによる変動額】

【無償受贈資産受入】

　 無償で資産を受贈した場合、無償受贈資産の有形固定資産計上額を計上しています。

【その他】

　 消費税など、上記に該当しない純資産の変動があった場合計上します。

　 地方税や地方交付税、その他行政コスト充当財源（地方譲与税、地方消費税交付金、地方特例交付
金など）を計上しています。

　 経常的でない特別な事由に基づく損益が発生した場合計上するものです。災害復旧事業費や公共資
産除売却損益、第三セクター等に対する出資金の減資などを計上しています。

　 新たな売却可能資産を計上した場合、貸借対照表に計上された資産を評価することにより生じた評価
差額を計上します。

　 純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている数値について、会計年度中の動き
を表す計算書です。
　 純資産の部は「現在までの世代が負担した部分」と見ることができることから、１年間で現在までの世代
が負担した部分についての増減が分かります。

　 当年度の行政コスト計算書の純経常行政コスト（経常行政コスト－経常収益）を計上しています。
　 純経常行政コストの金額に対して一般財源および経常的な補助金等受入の金額がどの程度あるかを
見ることで、純経常行政コストが受益者負担以外の経常的な財源によりどの程度賄われているかがわかり
ます。
　 本市については、連結ベースで約255億円の純経常行政コストに対して、地方税などの一般財源で約
146億円、補助金等受入が約119億円計上されており、約10億円の収入超過となっています。
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連結

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

連結資金収支計算書
自　平成25年4月 1日

至　平成26年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

588,566

500,873

41,119,770

7,511,038

7,679,881

5,165,914

21,406,640

5,777,896

3,085,732

4,600,985

355,201

3,739,400

5,911,577

10,965,699

448,866

8,419,082

46,588,850

5,469,080

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

3,926,002

0

0

577,097

974,173

926,848

1,630,900

398,338

0

0

0

2,647,440

△ 1,700,452

23,552

0

0

89,692

0

4,347,892
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連結

（単位：千円）

連結資金収支計算書
自　平成25年4月 1日

至　平成26年3月31日

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

4,305

0

0

0

0

6,706

8,300

180,045

0

3,553,192

13,400

0

0

72,261

3,752,548

0

40,342

0

111,864

4,697,495

237,867

△ 3,514,681

△ 5,995

247,952

4,455,296

△ 5,753
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５．資金収支計算書について

【資金収支計算書とは】

【経常的収支の部】

【公共資産整備収支の部】

【投資・財務的収支の部】

【各収支の部の関係】

赤字 赤字

　 現金の流れを示すものであり、その収支を性質に応じて、経常的収支、公共資産整備収支、投資・財
務的収支などの3つの区分に分けて表示することで、どのような活動に資金を必要としているかを表示する
ものです。

　 人件費や物件費などの日常の行政サービスに必要となる支出や、市税や手数料などの収入といった市
政を運営する上で、毎年度継続的に収入、支出されるものを計上しています。

経常的収支の部 公共資産整備収支の部

経常的
収入

経常的
支出

黒字

投資・
財務的
支出

投資・
財務的
収入

公共資産
整備支出

公共資産
整備収入

　 公営企業や外郭団体への出資金・貸付金、基金への積立金や地方債の元金償還額などの経費及び
財源を計上しており、投資活動や地方債の返済による資金の出入りの状況が表示されています。
　 投資・財務的収支の部の収支額が赤字となっていますが、これは経常的収支の部の収支額の黒字（一
般財源）で賄われたことを意味します。

　 道路や学校、公園など主に貸借対照表の有形固定資産形成のための支出額や、財源である補助金、
地方債などの収入額を計上しています。
　 公共資産整備収支の部の収支額が赤字となっていますが、これは経常的収支の部の収支額の黒字
（一般財源）で賄われたことを意味しています。

　 資金収支計算書の3つの区分は、経常的収支の部で生じた黒字で公共資産整備収支の部と投資・財
務的収支の部で生じた赤字を補てんする関係になります。
　 経常的収支の部及び公共資産整備収支の部と投資・財務的収支の部の収支の合計は、その年度の歳
計現金の増減額と一致します。

投資・財務的収支の部

補てん 

- 12 -



６．財務書類４表の関係について

財務書類は４つの表から構成されており、下記の図の関係にあります。

歳計現金

行政コスト計算書

資産 負債

補助金受入等

期首純資産残高

　 貸借対照表は、資産と負債及び純資産で構成されており、「資産」と「負債及び純資産」の合計額が一
致することから、資産の減少や、負債の増加により「純資産」が減少します。
   一方、資産の増加や、負債の減少により「純資産」は増加します。この「純資産」の変動を表したものが
純資産変動計算書です。純資産変動計算書における純資産変動要因の主なものは、「純経常行政コス
ト」と一般財源、補助金等受入等です。
   「純経常行政コスト（純資産変動計算書においてはマイナス計上される。）」が一般財源、補助金受入等
を上回れば「純資産」が減少し、一般財源、補助金受入等が純経常行政コストを上回れば「純資産」が増
加することになります。
　 純資産変動計算書における増減の主要因となる「純経常行政コスト」は、行政コスト計算書において、
経常費用から経常収益を控除して算出しています。経常収益には主要な財源である税収等が含まれてい
ないため、一般的には大幅なコスト超過になります。
　 資金収支計算書は現金の流れを表しており、当期収支と期首資金残高の合算により算出された「期末
資金残高」は、貸借対照表の「歳計現金」と一致します。
　 このように、財務４表は連携していますので、それぞれの関係、それぞれの数値が及ぼす影響を理解す
る必要があります。

純経常行政コスト

純経常行政コスト

期末純資産残高

経常費用

経常収益 一般財源

当期収支

純資産変動計算書

貸借対照表資金収支計算書

純資産

期末資金残高

期首資金残高
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 29,137,963

①生活インフラ・国土保全 43,613,065 (2) 長期未払金

②教育 17,929,672 ①物件の購入等

③福祉 3,828,967 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 5,126,936 ③その他

⑤産業振興 6,982,388 長期未払金計 0

⑥消防 1,835,324 (3) 退職手当引当金 5,051,424

⑦総務 7,865,070 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 87,181,422 固定負債合計 34,189,387

(2) 売却可能資産 221,138

公共資産合計 87,402,560 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 2,928,903

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 1,663,021 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 216,672

投資及び出資金計 1,663,021 流動負債合計 3,145,575

(2) 貸付金 283,915

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 37,334,962

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,437,454

③土地開発基金 0 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 19,926,976

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 1,437,454 ２　公共資産等整備一般財源等 55,041,876

(4) 長期延滞債権 705,288

(5) 回収不能見込額 △ 278,680 ３　その他一般財源等 △ 18,362,548

投資等合計 3,810,998

４　資産評価差額 5,659

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 56,611,963

①財政調整基金 1,903,114

②減債基金 258,574

③歳計現金 499,185

現金預金計 2,660,873

(2) 未収金

①地方税 62,788

②その他 10,850

③回収不能見込額 △ 1,144

未収金計 72,494

流動資産合計 2,733,367

資　　産　　合　　計 93,946,925 負 債 ・ 純 資 産 合 計 93,946,925

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち20,867,755千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 40,833,890 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 32,066,866 千円 32,066,866 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 2,000,423 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 1,715,177 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 5,051,424 千円 5,051,424 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 27,406,532 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 3,171,344 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 2,385,412 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 21,849,776 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 13,427,358 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は31,353,908千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は64,292,820千円です。

1,520,469

項目
負債計上

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

金額

9,866,172

340,391

貸借対照表
(平成26年3月31日現在)

2,900,000

0

0

2,000,423

1,325,972

968,060

0

0

0

6,541,700

2,033,015

5,685,052

1,715,177

0

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

140,414

400,261

274,238

215,527

9,866,172

2,148,105

普通会計 
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（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 58,018,364

純経常行政コスト △ 20,922,954

一般財源

地方税 7,480,600

地方交付税 5,911,577

その他行政コスト充当財源 1,229,427

補助金等受入 4,116,064

臨時損益

災害復旧事業費 △ 43,393

公共資産除売却損益 66,530

投資損失 0

損失補償等引当金繰入等 0

科目振替

公共資産整備への財源投入

公共資産処分による財源増

貸付金・出資金等への財源投入

貸付金・出資金等の回収等による財源増

減価償却による財源増

地方債償還等に伴う財源振替

資産評価替えによる変動額 5,425

無償受贈資産受入 192

その他 750,131

期末純資産残高 56,611,963

純資産変動計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

普通会計 
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額 △ 637,372

1,171,900

0

26,547

1,819,447

2,001,863

56,856

2,456,819

621,000

398,100

957,690

23,143,999

4,312,302

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

418,351

2,655,251

195,091

228,243

3,709,400

704,640

7,511,038

5,911,577

3,495,064

431,256

資金収支計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

138,486

18,831,697

4,754,976

2,504,939

3,831,294

4,528,400

普通会計 
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（単位：千円）

資金収支計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

普通会計 

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

181,944

317,241

499,185

72,261

108,775

219,224

△ 3,492,986

0

0

38,188

0

0

604,847

107,098

0

3,712,210

0

2,995,265

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

5,000
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８．普通会計財務書類を活用した様々な分析

【社会資本形成の世代間負担比率】

　 ○　社会資本形成の過去及び現世代負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×１００

64.8％＝ 約566億円÷約874億円×100

　 ○　社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝地方債残高÷公共資産合計×１００

36.7％＝ 約321億円÷約874億円×100

【受益者負担比率】

　 ○　受益者負担比率（％）　＝　経常収益÷経常行政コスト×１００

3.3％＝ 約7.1億円÷約216億円×100

【行政コスト対公共資産比率】

　 ○　行政コスト対公共資産比率（％）　＝　経常行政コスト÷公共資産合計×１００

24.7％＝ 約216億円÷約874億円×100

　 行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコストがかけられて
いるか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているかを分析することができます。
　 平均的な値は、１０％～３０％の間の比率になります。

　 社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることにより、これまでの世代
（過去及び現世代）によって既に負担された割合を見ることができます。
　 また、地方債に着目すれば、将来返済しなければならない、今後の世代によって負担する割合を見るこ
とができます。
　 平均的な値としては、過去及び現世代負担比率は５０％～９０％の間、将来世代負担比率は１５％～４
０％の間の比率になります。

　 行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コスト
に対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができます。
　 平均的な値は、２％～８％の間の比率になります。
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【住民一人当たり財務書類】

　 ○　住民一人当たり資産額　＝　資産合計÷住民基本台帳人口（H26.3.31現在）

　約172万円＝　 約939億円÷54,597人

　 ○　住民一人当たり負債額　＝　負債合計÷住民基本台帳人口（H26.3.31現在）

　約68万円＝　 約373億円÷54,597人

　 ○　住民一人当たり経常行政コスト　＝　経常行政コスト÷住民基本台帳人口（H26.3.31現在）

　約40万円＝　 約216億円÷54,597人

【参考文献】

　・　新地方公会計制度の徹底解説　～「総務省方式改訂モデル」作成・活用のポイント～

（発行所　㈱ぎょうせい（監修　森田祐司、編著　監査法人トーマツ　パブリックセクターグループ））

　 平均的な値としては、住民一人当たり資産額が、１００万円～３００万円の間、住民一人当たりの負債額
が３０万円～１００万円の間の金額になります。
　 また、住民一人当たりの経常行政コストの平均的な値は、２０万円～５０万円の間の金額になります。
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